
仕  様  書 

件 名 県立広島大学広島キャンパスで使用する電気の調達 

区  分 仕  様  内  容 

需 要 場 所 等 広島市南区宇品東一丁目１番７１号 県立広島大学広島キャンパス 

受 電 設 備 広島キャンパス 教育研究棟１地下１階電気室内 

業 種 及 び 用 途 大学 

供 給 電 気 方 式 交流３相３線式 

標 準 電 圧 ６，０００Ｖ（受電電圧６，６００Ｖ） 

標 準 周 波 数 ６０Ｈｚ（共通） 

受 電 方 式         １回線受電 

契 約 電 力         

１，０００ｋW 

（契約上使用できる最大電力をいい、３０分最大需要電力計により計測

される需要電力が原則としてこれを超えないものとする） 

標 準 力 率         １００％ 

年間使用予定電力量 

２，０９１，５５４ｋＷｈ 

（使用予定電力量は，令和６年 10月から令和８年９月までの使用実績に

基づくものであり、天候等により変動する。） 

使 用 期 間         令和９年４月１日０：００～令和１０年３月３１日２４：００ 

検 針 方 法         自動検針記録（検針日は原則毎月１日） 

電 力 量 計         

（自動検針装置） 

製造メーカー：三菱電機（株） 
型     式：WP3ES-R 

需 給 地 点 
本学の受電柱 6,000Ｖ配電線引込口に本学が施設した本学の気中開閉器 

の電源側接続点 

保 安 責 任 分 界 点 需給地点に同じ 

財 産 分 界 点 需給地点に同じ 

使用開始までの準備 

落札決定後において、令和９年４月１日 ０：００の使用開始が確実に行

われるよう、一般電気事業者との託送供給契約の締結、必要な設備の設

置等の準備を完了すること。 

そ の 他 

・入札価格の算定にあたっては、燃料費調整及び電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮

しない。 

・特定規模電気事業者が電力を供給する場合に必要な情報伝送装置に係

る費用については、特定規模電気事業者の負担とする。 

・その他定めのない供給条件については、当該地域を管轄する一般電気

事業者が定める電気契約要綱等による。 

・電力料金について燃料費調整を行う場合には、広島県を管轄する送配

電事業者の燃料費調整額を使用する。 

・その他必要な事項については、広島県を管轄する一般電気事業者が定

める接続供給約款及び振替供給約款による。 

 



仕  様  書 

件 名 県立広島大学庄原キャンパスで使用する電気の調達 

区  分 仕  様  内  容 

需 要 場 所 等 庄原市七塚町５５６２ 県立広島大学庄原キャンパス 

受 電 設 備 庄原キャンパス 受変電棟内 

業 種 及 び 用 途 大学 

供 給 電 気 方 式 交流３相３線式 

標 準 電 圧 ６，０００Ｖ（受電電圧６，６００Ｖ） 

標 準 周 波 数 ６０Ｈｚ 

受 電 方 式         １回線受電 

契 約 電 力         

８００ｋW 

（契約上使用できる最大電力をいい、３０分最大需要電力計により計測

される需要電力が原則としてこれを超えないものとする） 

標 準 力 率         １００％ 

年間使用予定電力量 

２，７７５，４７０ｋＷｈ 

（使用予定電力量は、令和６年 10月から令和８年９月までの使用実績に

基づくものであり、天候等により変動する。） 

使 用 期 間         令和９年４月１日０：００～令和１０年３月３１日２４：００ 

検 針 方 法         自動検針記録（検針日は原則毎月１日） 

電 力 量 計         

（自動検針装置） 

製造メーカー：富士電機メーター㈱ 

型    式：ＦＰ３Ｅ１５－Ｒ 

需 給 地 点 本学の建物内に本学が施設した断路器の電源側接続点 

保 安 責 任 分 界 点 需給地点に同じ 

財 産 分 界 点 
中国電力株式会社の柱上に中国電力株式会社が施設した気中開閉器の負

荷側接続点 

使用開始までの準備 

落札決定後において、令和９年４月１日 ０：００の使用開始が確実に行

われるよう、一般電気事業者との託送供給契約の締結、必要な設備の設

置等の準備を完了すること。 

そ の 他 

・入札価格の算定にあたっては、燃料費調整及び電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮

しない。 

・特定規模電気事業者が電力を供給する場合に必要な情報伝送装置に係

る費用については、特定規模電気事業者の負担とする。 

・その他定めのない供給条件については、当該地域を管轄する一般電気

事業者が定める電気契約要綱等による。 

・電力料金について燃料費調整を行う場合には、広島県を管轄する送配

電事業者の燃料費調整額を使用する。 

・その他必要な事項については、広島県を管轄する一般電気事業者が定

める接続供給約款及び振替供給約款による。 

 



仕  様  書 

件 名 県立広島大学三原キャンパスで使用する電気の調達 

区  分 仕  様  内  容 

需 要 場 所 等 三原市学園町１番１号 県立広島大学三原キャンパス 

受 電 設 備 三原キャンパス ３号館半地下１階電気室内 

業 種 及 び 用 途 大学 

供 給 電 気 方 式 交流３相３線式 

標 準 電 圧 ６，０００Ｖ（受電電圧６，６００Ｖ） 

標 準 周 波 数 ６０Ｈｚ 

受 電 方 式         １回線受電 

契 約 電 力         

５００ｋW 

（契約上使用できる最大電力をいい、３０分最大需要電力計により計測

される需要電力が原則としてこれを超えないものとする） 

標 準 力 率         １００％ 

年間使用予定電力量 

１，０８７，７６７ｋＷｈ 

（使用予定電力量は，令和６年 10月から令和８年９月までの使用実績に

基づくものであり，天候等により変動する。） 

使 用 期 間         令和９年４月１日０：００～令和１０年３月３１日２４：００ 

検 針 方 法         自動検針記録（検針日は原則毎月１日） 

電 力 量 計         

（自動検針装置） 

製造メーカー：冨士電気システムズ㈱ 
型     式：ＦＰ３ＥＭ－Ｋ１９Ｒ型（パルス 5,000pulse/kwｈ） 

需 給 地 点 受電 6,000Ｖ配電線引込柱の本学が施設したＰＡＳの電源側接続点 

保 安 責 任 分 界 点 需給地点に同じ 

財 産 分 界 点 需給地点に同じ 

使用開始までの準備 

落札決定後において、令和９年４月１日 ０：００の使用開始が確実に行

われるよう、一般電気事業者との託送供給契約の締結、必要な設備の設

置等の準備を完了すること。 

そ の 他 

・入札価格の算定にあたっては、燃料費調整及び電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮

しない。 

・特定規模電気事業者が電力を供給する場合に必要な情報伝送装置に係

る費用については、特定規模電気事業者の負担とする。 

・その他定めのない供給条件については、当該地域を管轄する一般電気

事業者が定める電気契約要綱等による。 

・電力料金について燃料費調整を行う場合には、広島県を管轄する送配

電事業者の燃料費調整額を使用する。 

・その他必要な事項については、広島県を管轄する一般電気事業者が定

める接続供給約款及び振替供給約款による。 

 



仕  様  書 

件 名 叡啓大学で使用する電気の調達 

区  分 仕  様  内  容 

需 要 場 所 等 広島市中区幟町１番５号 叡啓大学 

受 電 設 備 叡啓大学 １階屋外 

業 種 及 び 用 途 大学 

供 給 電 気 方 式 交流３相３線式 

標 準 電 圧 ６，０００Ｖ（受電電圧６，６００Ｖ） 

標 準 周 波 数 ６０Ｈｚ 

受 電 方 式         １回線受電 

契 約 電 力         

３００ｋW 

（契約上使用できる最大電力をいい、３０分最大需要電力計により計測

される需要電力が原則としてこれを超えないものとする） 

標 準 力 率         １００％ 

年間使用予定電力量 

６３４，４４８ｋＷｈ 

（使用予定電力量は，令和６年 10月から令和８年９月までの使用実績に

基づくものであり，天候等により変動する。） 

使 用 期 間         令和９年４月１日０：００～令和１０年３月３１日２４：００ 

検 針 方 法         自動検針記録（検針日は原則毎月１日） 

電 力 量 計         

（自動検針装置） 

製造メーカー：四国計測工業（株） 
型     式：SKN173EB 

需 給 地 点 受電 6,000Ｖ配電線引込柱の本学が施設したＰＡＳの電源側接続点 

保 安 責 任 分 界 点 需給地点に同じ 

財 産 分 界 点 需給地点に同じ 

使用開始までの準備 

落札決定後において、令和９年４月１日 ０：００の使用開始が確実に行

われるよう、一般電気事業者との託送供給契約の締結、必要な設備の設

置等の準備を完了すること。 

そ の 他 

・入札価格の算定にあたっては、燃料費調整及び電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法に基づく賦課金は考慮

しない。 

・特定規模電気事業者が電力を供給する場合に必要な情報伝送装置に係

る費用については、特定規模電気事業者の負担とする。 

・その他定めのない供給条件については、当該地域を管轄する一般電気

事業者が定める電気契約要綱等による。 

・電力料金について燃料費調整を行う場合には、広島県を管轄する送配

電事業者の燃料費調整額を使用する。 

・その他必要な事項については、広島県を管轄する一般電気事業者が定

める接続供給約款及び振替供給約款による。 

 


